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放課後児童クラブにおける
OJTの実施状況と課題について
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Implementation status of training in after school care
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【要 旨】
放課後児童クラブの登録児童は毎年数万人ずつ増加しており、それに対応するため新規

に採用される放課後児童支援員も多い。放課後児童クラブ運営指針には、運営主体が支援
員等に対する教育訓練を充実させることを求めているが、支援員等は非常勤職員が多くを
占め、研修機会も少ないことから、教育訓練の体制は十分とはいえない現状がある。その
改善策の一つとしてOJTが注目されている。そこで、本報告では、ミーティングや研修
などのOJTに当てることができている業務時間やOJTへの運営主体の支援、教育訓練へ
のニーズや課題を明らかにすることを目的として、佐賀県及び長崎県の放課後児童支援員
等に対して質問紙調査を行い、１１９名の協力を得た。結果は、１週間のミーティング時間
の平均は１０７分と一日あたり２０分程度であった。しかし、市町（運営主体）による差や、
クラブごとの差が大きかった。また、運営主体の研修への取り組みにおいては、約４分の
１の支援員等が、運営主体は取り組んでいないと感じており、運営主体が研修、ひいては
育成支援の質について理解を深めることが求められていると考える。
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１．はじめに

平成２７年度に子ども・子育て支援新制度が開
始され、５年が経過しようとしている。放課後
児童クラブに関連する変化では、子ども・子育
て新制度の開始等を契機として、市町村等が独
自に定めていた放課後児童クラブで支援にあた

る者の要件が、放課後児童支援員資格に統一さ
れ、国の補助金の算定基準等に定められたこと
や、待機児童解消のために平成２６年度から平成
３１年度末までに放課後児童クラブの定員を３０万
人増加させることが政府の目標とされた。
厚生労働省の発表資料１）によると、２０１８年５

月１日現在で、放課後児童クラブの登録児童数
は１，２３４，３６６名であり、平成２６年度には９３６，４５２
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名であったことから、政府の３０万人の定員増加
という目標については、１年前倒しで達成され
たことになる。しかし、目標を達成しても
２５，３２８名の待機児童が生じていることから、さ
らなる拡大が求められており、今後も年数万人
ペースでの定員の拡大が見込まれる。
これらの児童の育成支援にあたる、放課後児

童支援員は９０，７６９名であり、前年度比で３，９４０
名の増加となっている。資格を持たない補助者
を含めると１４３，６６９名となる。しかし、放課後
児童支援員等のうち７４．８％が非常勤職として支
援にあたっている状況がある。
このように、毎年数万人ペースで増加する登

録児童に対応するために、数千人の放課後児童
支援員等が新たに仕事を始める中、約４分の３
の支援員等が非常勤であるという雇用の特性な
どもあり、支援員等に対する育成支援について
の十分な教育訓練が実施できていないという状
況がある。
筆者の２０１８年に行った調査２）においても、ク

ラブ外で実施される研修への参加は年平均１．７
（±２．９）回、クラブ内での研修参加は１．７（±
２．８）回と、クラブ内外の研修を合わせても年
に約４回しか研修機会がないことが明らかに
なっている。この調査では、クラブ外での研修
参加が少ない理由として、「研修会の開催自体
が少ない」、「休みが取れない」という理由等が
多くなっており、クラブ内部での研修参加が少
ない理由では、「研修を提案（企画）する人が
いない」、「研修時間が確保できない」というこ
とが主な理由であった。
厚生労働省令である、放課後児童健全育成事

業の設備及び運営に関する基準３）においては、
第八条の２に「放課後児童健全育成事業者は、
職員に対し、その資質の向上のための研修の機
会を確保しなければならない。」との文言があ
り、放課後児童クラブ運営指針４）には、「放課
後児童クラブの運営主体は、放課後児童支援員
等のための職場内での教育訓練や研修のみなら
ず、職場を離れての研修機会を確保し、その参
加を保障する必要がある」や「放課後児童クラ
ブの運営主体には、職員が自発的、継続的に研

修に参加できるように、研修受講計画を策定
し、管理するなどの環境を整備していくととも
に、職員の自己研鑽、自己啓発への時間的、経
済的な支援や情報提供も含めて取り組んでいく
ことが求められる。」という文言があり、放課
後児童クラブの運営主体には、研修に関して責
任をもって取り組んでいくことが求められてい
る。しかし、先に述べたように現状では、研修
は十分とはいえない。
この現状を改善するための一つの方法として、
OJTの充実がある。OJT（On-the-Job Training）
は、職場での実務の中で行う、職員に対する教
育訓練のことを指す。平成２７年３月に放課後児
童クラブの基準に関する専門委員会で提出され
た、放課後児童クラブに従事する者の研修体系
の整理５）では、これまでの研修ではクラブ外で
の研修が基本とされてきたが、クラブ内での教
育訓練（OJT）の実施や、自ら学ぶ意欲のある
者の自己研鑽、職場環境や時間的な制約から
OFF-JT などに参加できない者へのDVD教材
等の活用の可能性等についても検討を行い、
OJTと OFF-JT を効果的に組み合わせられる
よう教育訓練の工夫を行う必要性が指摘されて
いる。非常勤職員が全体の４分の３を占め、外
部での研修機会が限られており、各クラブの人
員配置等の個別性も高いことを考慮すると、放
課後児童支援員等の力量形成には、OJTを活
用することが不可欠であるといえる。
しかしながら、放課後児童クラブは、それぞ

れのクラブは規模が小さいことが多く、必ずし
も指導的な立場の支援員が配置されているわけ
ではないので、クラブ内で指導を受けるという
ことは難しい場合も多い。そのため、運営主体
が資質向上における責任を果たし、教育訓練の
充実につとめながら、支援員等が日々のミー
ティングや事例検討などを活用しながら、職員
集団として学び合っていくことが重要であると
考えられる。
そこで本報告では、職員ミーティングやクラ

ブ内での研修などOJTに当てることができて
いる時間やニーズ、課題、OJTに関する運営
主体の支援体制を明らかし、今後のOJTに関
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する基礎資料とすることを報告の目的とする。

２．方法

２０１９年９～１０月に佐賀県及び長崎県で筆者ら
が実施した研修おいて、参加者１３９名（６会場）
に対して、ミーティングや研修の実施状況、運
営主体のクラブ内での教育訓練に関する支援、
研修などに関するニーズや課題についての質問
で構成された質問紙への回答を求めた。
調査は無記名として、調査対象者に対して調

査趣旨、結果データの使用範囲等の説明を行
い、調査への協力について書面による同意を得
た。対象者の内、自身の回答を研究に用いるこ
とを許可し、書面による同意を示した者は１２３
名（協力率８８．５％）であった。

３．結果

⑴ １週間のクラブ内でミーティングや研修を
行っている時間

「クラブの運営や支援について、支援員全体
で情報共有や話し合い、研修ができる時間は１
週間に何分程度ありますか」との設問に対して
は、１週間のミーティング等を行っている平均
時間は１０７．６（±７６．９）分であった。週５日と
考えると、一日２２分程度が平均的な時間となる
が、標準偏差が非常に大きく、運営主体（市町）
やクラブによる差が大きいと考えられる。ま
た、１週間５０分未満つまり一日平均おおよそ１０
分未満と回答した者は、全体の１１．３％にのぼ
り、対象者全体の１割強は毎日１０分未満のミー
ティング時間しか確保されていなかった。表１
に市町ごとの一週間の平均ミーティング時間を
示した。なお、市町毎の集計については、回答
者が１名ずつだった２つの市町について、デー
タの信頼性に問題があると考えられるため集計
から除外した。
一番長い市町で平均３００分（一日あたり６０分）、

一番短い市町で平均４２分（一日あたり８．４分）
となっていたが、標準偏差が大きい市町もあ
り、同じ運営主体（市町）でもクラブごとの差

が大きいことが明らかとなった。
また、一部対象に対して予備的な検討とし

て、理想のミーティング時間を尋ねたところ、
対象者の現在の平均が１週間６５分、一日あたり
１３分であるところ、理想は平均１週間１２０分で
あり、１日平均２４分程度のミーティング時間の
確保は必要であると考えていた。

⑵ １年間のクラブ内での研修の回数
１年間のクラブ内での研修の回数は、平均

２．６（±３．７）回であった。おおむね学期に１回
程度クラブ内での研修が行われていることにな
るが、標準偏差も大きく、年間のクラブ内での
研修が０回と回答した者も全体の４１．６％と多く
存在した。

⑶ 運営主体の研修実施の取り組み
「運営主体は、クラブ内での研修の実施に取

り組んで（推進して）いますか」という設問に
対して、「とても取組んでいる」、「取組んでい
る」、「どちらともいえない」、「取組んでいな
い」、「全く取組んでいない」の５件法で回答を
求めた。
結果、全体の４７．５％が「取り組んでいる」・

「とても取り組んでいる」と回答していた。ま

平均（分） 標準偏差

Ａ ８３ ± ２３．６

Ｂ １１２ ± ６８．３

Ｃ １１４ ± ３５．０

Ｄ １３３ ± ３４．０

Ｅ １１５ ± ３７．７

Ｆ １３９ ± ８１．２

Ｇ ５５ ± ５．０

Ｈ ６４ ± ４６．３

Ｉ ３００ ± ０．０

Ｊ １６５ ± ８６．２

Ｋ ３００ ± ０．０

Ｌ １２０ ± ３０．０

Ｍ ４２ ± １４．０

Ｎ １３３ ± ２３．６

表１ １週間のミーティング時間
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た、「どちらともいえない」２７．０％、「取り組ん
でいない」・「全く取り組んでいない」２５．４％と
なっていた。
市町毎の取り組みの程度について割合（％）

を表２に示した。
全ての回答者が、「とても取組んでいる」、

「取組んでいる」と回答した市町が２つ、全て
の回答者が「取組んでいない」、「全く取組んで
いない」と回答した市町が１つあった。
「とても取り組んでいる」・「取り組んでいる」
と回答した者にはさらに運営主体はどのような
取り組みをしているか選択肢及び自由記述を設
定して、あてはまるもの全てに回答を求めた。
結果、「研修時間の確保のため勤務時間を増

やしたり、シフトを工夫している」が６５．５％、
「研修の講師や進行等をする人を運営主体が準
備・派遣している」が５５．１％、「研修内容（モ
デル）や教材を具体的に提示・指示している」
３２．７％となっていた。

⑷ 自由記述の内容
自由記述については、「まず運営主体が研修

を受けるべき」、「運営主体が研修に関わってほ
しい」「運営主体が研修内容を示したり、時間
の調整をして欲しい」などとの意見があった。

どうしたらクラブ内での研修を多く実施できる
と思うかということについては、「勤務時間を
長くする」という意見が圧倒的に多く、「全員
が同時に研修に参加することは難しいので、同
じテーマで複数回研修を実施する」というもの
や「午前中や夜間などに研修を実施する」、「講
師の確保」、「他のクラブと情報交換をする」な
どの意見があった。ただし少数ではあるが、
「今のままでよい」、「研修を増やすと負担が増
える」などの意見もあり、支援員それぞれの働
き方や、ニーズが異なることを示す意見もあっ
た。

４．考察

⑴ ミーティング時間等の確保
まず、クラブでのミーティング時間について

は、平均１日２４分であり、約１割が１日平均１０
分未満のミーティング時間しか確保できておら
ず、１日１０分未満では十分な情報共有や研修機
能は期待できないと考える。
ミーティングとは別の、クラブ内での研修は

年平均２．７回と学期に一回程度の回数となって
いた。前出の筆者が２０１８年に行った調査６）で
は、１．７（±２．８）回であり、大きな傾向の差異

「とても取組んでいる」「取組んでいる」「どちらともいえない」「取組んでいない」「全く取組んでいない」

Ａ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０

Ｂ ０．０ ６３．６ １８．２ ９．１ ９．１

Ｃ ０．０ ６６．７ ３３．３ ０．０ ０．０

Ｄ ６６．７ ３３．３ ０．０ ０．０ ０．０

Ｅ ０．０ ５０．０ 25.0 ２５．０ ０．０

Ｆ ０．０ ５６．０ ２０．０ １２．０ １２．０

Ｇ ０．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ０．０

Ｈ ３．４ １０．３ ４１．４ ２４．１ ２０．７

Ｉ ０．０ １００．０ ０．０ ０．０ ０．０

Ｊ ０．０ ６０．０ ４０．０ ０．０ ０．０

Ｋ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０ ０．０

Ｌ ５０．０ ２．５ ０．０ ０．０ ２５．０

Ｍ ０．０ ７０．０ ２０．０ １０．０ ０．０

Ｎ ０．０ ６６．７ ３３．３ ０．０ 0.0

表２ 運営主体のクラブ内研修への取り組み（％）
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はなかった。
これらのことから、平均的なクラブでは、毎

日２０分程度のミーティングと、学期に１度程度
のクラブ内での研修が行われていると考えられ
る。
また、同一市町である場合は、おおむね同一

の運営主体と考えられる（一部民間クラブや複
数団体への委託などの可能性がある）が、市町
（運営主体）による、ミーティング時間の差が
大きく、最大一週間で約２６０分の差があった。
さらに、同一市町内でもクラブごとの時間差が
大きい地域もあった。筆者の行った調査６）にお
いては、１ヵ月に行われる事例検討の回数とク
ラブの登録児童数には相関がみられており、ク
ラブの規模を含む様々な要因が、このミーティ
ング時間の長さに影響を与えているものと考え
られる。
このため、１０分未満のミーティング時間の放

課後児童クラブは、まず毎日２０～３０分程度の
ミーティング時間の確保を目標として取り組む
ことが必要になるが、多くの場合勤務時間自体
を延長することを検討する必要があると考えら
れる。一定時間以上のミーティング時間をすで
に確保できている場合は、連絡や情報共有に留
まらず、事例検討や支援の改善についての議
論、講師を招く、教材を用いての研修の実施な
どを加えていくことなど、クラブの規模等の要
因や現状に応じた改善が重要であると考える。
さらに、ミーティング時間が長い市町では平

均１週間３００分程度となっているが、放課後児
童クラブ運営指針において求められている支援
の水準や、今後期待される学校や地域、放課後
子供教室等との連携などを考えると、週３００分
のミーティング時間でも十分とはいえないと考
える。
くわえて、放課後児童クラブ運営指針４）に

は、育成支援に係る業務内容に「日々の子ども
の状況や育成支援の内容を記録する。」、運営に
関わる業務として「業務の実施状況に関する日
誌」などについて記載されているが、ある程度
のミーティング時間が確保されているクラブに
おいても、育成支援の計画の作成や、記録の作

成は十分に取り組まれていないことがほとんど
である。このため、ミーティング時間を確保で
きた場合は、さらに計画・記録作成のための時
間の確保を進めることが求められる。

⑵ 運営主体の支援員等の資質向上への取り組
み

運営主体の研修などへの取り組みでは、厚生
労働省令である、放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準３）にも運営主体の研修
に関する責任の記載があり、放課後児童クラブ
運営指針４）においても運営主体の責任は明記さ
れているが、実際には約４分の１の支援員が、
運営主体は資質向上のための取り組みを行って
いないと感じていることは大きな課題であると
いえる。
また、自由記述には、「まず運営主体が研修

を受けるべき」との意見もあり、運営主体の担
当者や市町村の担当者が放課後児童クラブ運営
指針などを十分に理解して、量的な面のみなら
ず質的な面への注目を強めるべきであると考え
る。
このことは、運営主体の具体的な取り組みに

も現れており、研修実施に取り組んでいると回
答されている運営主体でも、「研修内容（モデ
ル）や教材を具体的に提示・指示している」と
いう項目は、３２．７％に留まっており、運営主体
自身がどのような研修が必要であるか理解でき
ていないのではないかと考えられる。
さらに、今後は同じクラブであっても支援員

等の経験年数や立場、意欲などによって研修
ニーズが異なる６）ため、DVD教材などを活用
した、個別的なニーズに応える方法も模索して
いく必要があると考える。

⑶ 今後の課題
本報告の課題として、地域（運営主体）の取

り組みの現状の差が大きいという結果が得られ
たことから、結果の一般化には対象市町村やサ
ンプル数を増やしての検討が必要であると考え
る。
また、今回はミーティングの長さや市町の取
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り組みのみを調査したが、実際にそれが育成支
援の質向上に結びついているのかということ
を、ミーティング（研修）時間の長さや、共有・
検討の内容、その頻度、SACERS７）など関連す
る尺度との相関なども調査を行い、どのような
要因が、支援者の協働性を高めることや教育訓
練の効果を高めることに繋がり、結果として育
成支援の質を高めることにつながるのかという
ことを詳細に検討していことが有意義な知見を
提供するためには必要であると考える。
また、研修に熱心に取り組む市町（運営主体）

や、すでに一日５０分程度のミーティング、研修
時間が確保されている市町（運営主体）もある
ことから、その実践を分析して紹介することや
これらの運営主体・クラブに対してミーティン
グから一歩踏み込み、短時間で実施可能な研修
プランの提示などを行っていくことも重要であ
ると考える。そのためにも、放課後児童クラブ
に従事する者の研修体系の整理５）で指摘されて
いるように、運営主体は、「仕事に継続的に従
事していれば身につくスキルと捉えられること
があるが、スーパービジョンの観点から、指導
的立場の存在が非常に重要であり、指導的立場
の人材育成にも考慮する必要がある。」という
面について、十分に留意することも必要である。
くわえて、有効なミーティングや研修を行う

ためには、日々の記録の作成が重要であるが、
その部分についても、今後合わせて調査を行っ
ていきたい。
放課後児童クラブについては、運営基準が参

酌化されるなど、量的確保及び、予算削減に重
きを置かれた政策となっているが、質を向上の
ためには、例えば保育・幼児教育の分野におい
て質向上のために注目されている、ノーコンタ
クトタイムといわれるような、子どもと直接か
かわらない会議や計画・記録作成、環境整備の
ための時間を確保が重要であると考える。その
ためには、勤務時間自体の延長が不可欠である
と考える。
今後、勤務時間の延長を含めた運営主体の質

向上に対する積極的に取り組みや、それを支え
る都道府県、市町村の取り組み、質向上のため

の実行可能性の高い取り組みの開発によって、
育成支援の質が向上し、今まで以上に放課後児
童クラブが登録児童やその家族の福祉の向上に
寄与することを期待したい。
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